
 

民 生 環 境 協 議 会 協 議 事 項  
 
 
 
 
 
 
 

 ○ 所管事項の報告について 

１ 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の改正の概要に 

ついて 

・ 八戸市生活環境保全条例 

２ 八戸市民生委員定数条例の一部改正（案）の概要について 

３ 八戸市重層的支援体制整備事業（移行準備事業）実施計画の策定に 

 ついて 

４ 八戸市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改 

正（案）の概要について 

５ 八戸市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部改正（案）の概要について 

６ 八戸市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部改正（案）の概要について 

７ 八戸市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部改正（案）の概要について 

８ 八戸市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基 

 準等を定める条例の一部改正（案）の概要について 

 

日時 令和７年２月 20 日(木) 

   午前 10 時 

場所 第三委員会室 



 

９ 八戸市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指 

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に 

関する基準等を定める条例の一部改正（案）の概要について 

10 八戸市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービ 

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正 

（案）の概要について 

  11 介護施設等整備運営事業者の選定について 

12 八戸市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基 

準等を定める条例の一部改正（案）の概要について 

13 八戸市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基 

準等を定める条例の一部改正（案）の概要について 

14 八戸市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定 

める条例の一部改正（案）の概要について 

15 八戸市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部改正（案）の概要について 

16 八戸市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部改正（案）の概要について 

17 八戸市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部改正（案）の概要について   

18 八戸市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を 

定める条例の一部改正（案）の概要について 

19 八戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基 

準を定める条例の一部改正（案）の概要について 



 

20 八戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部改正（案）の概要について 

21 八戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条 

例（案）の概要について 

22 八戸ポータルミュージアム条例の一部改正（案）の概要について 

23 八戸リサイクルプラザへの「持込ごみ」及び「粗大ごみ」の分別につ 

いて 

  



 

  

 

 

 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の改正の概要について 

 

 

１ 改正する条例 

  八戸市生活環境保全条例 

  

２ 改正の内容 

  措置命令違反をした者に対する罰則規定に使用している「懲役」の文言を「拘禁刑」

に改める。 

 

３ 施行期日 

  令和７年６月１日 

 

民生環境協議会資料 

令 和 ７ 年 ２ 月 2 0 日 

市民環境部環境保全課 



八戸市民生委員定数条例の一部改正（案）の概要について 

 

 

１ 改正の理由 

本年 12 月１日に行われる民生委員の一斉改選に向けて、一人当たりの担当

世帯数が多い町内の民生委員の負担を軽減するため、民生委員の定数を増やす

もの。 

 

２ 改正の内容 

民生委員の定数を、「537人」から「538人」に変更する。 

 

３ 施行期日 

  令和７年 12月１日 

 

民生環境協議会資料 

令 和 ７ 年 ２ 月 2 0 日 

福 祉 部  福 祉 政 策 課 
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八戸市重層的支援体制整備事業(移行準備事業)実施計画の策定について 

 

 

１ 策定の趣旨 

第４期八戸市地域福祉計画の基本理念に掲げる地域共生社会の実現に向け、地域

住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するた

め、既存の取組を最大限に活かしつつ、新たな取組も加えながら「属性を問わな

い相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する「重層

的支援体制整備事業」を推進することとし、その移行準備・実施体制等を定め

る。 

（参考：支援ニーズの一例） 

  ・介護と育児に同時に直面する世帯（ダブルケア） 

  ・高齢の親がひきこもりの子の生活を支える世帯（8050） 

 

２ 計画の概要 

⑴ 計画の位置付け 

社会福祉法第 106条の５の規定に基づく「重層的支援体制整備事業実施計画」と

して策定し、福祉分野の最上位計画である八戸市地域福祉計画の附属計画として

位置付け、高齢、障がい、子育てなどの様々な保健福祉分野の関連計画や、八戸

市社会福祉協議会が策定する八戸市地域福祉活動計画との整合・連携を図る。 

 

⑵ 計画期間 

令和７年度（移行準備）から令和８年度（本格実施）までの２年間 

（参考：令和９年度以降の策定） 

    第５期八戸市地域福祉計画（計画期間：令和９年度～令和 13 年度）との一体的な

策定を予定。 

 

⑶ 重層的支援体制整備事業の体系 

既存の➀包括的相談支援、⑤地域づくりに向けた支援 に関する事業を最大限活かしな

がら、支援を効果的かつ円滑に展開できるよう、必要に応じて拡充・補完するとともに、

それらを支える新たな機能として、②多機関協働による支援、③アウトリーチ等を通じた

継続的支援、④参加支援 に係る事業を追加し、①から⑤を一体的に実施する。 

（参考：各支援の内容） 

① 包括的相談支援 … 世代や属性にかかわらず、受け止める相談支援 

② 多機関協働による支援 … 支援機関間の役割分担・調整、支援の方向性の整理 

③ アウトリーチ等を通じた継続的支援 … 支援が届いていない人・世帯への働きかけ 

④ 参加支援 … 社会とのつながりを築くための支援 

⑤ 地域づくりに向けた支援 … 世代や属性を超えた交流の場や居場所づくりの提供 

民生環境協議会資料 

令 和 ７ 年 ２ 月 2 0 日 

福 祉 部  福 祉 政 策 課 
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⑷ 計画の進行管理 

ＰＤＣＡサイクルを通じて定期的に点検・評価し、八戸市健康福祉審議会及び社

会福祉専門分科会への報告・評価を経て、結果を市のホームページで公表する。 

 

３ 策定スケジュール 

令和６年６月24日 庁内ワーキングチーム 第１回会議 

令和６年８月７日 庁内ワーキングチーム 第２回会議 

令和６年８月29日 第１回 八戸市健康福祉審議会 社会福祉専門分科会 
（計画の概要、策定方針等の審議） 

令和６年11月25日 第２回 八戸市健康福祉審議会 社会福祉専門分科会 
（計画原案の審議・決定） 

令和６年12月18日～ 

令和７年１月16日 

計画原案に対する市民からの意見募集 
（パブリックコメント 意見なし） 

令和７年２月７日 計画最終案の決定 

令和７年２月14日 計画策定、公表 

 

支援 国の事業名 分 野 市の事業名 所管課 

Ⅰ 相談支援 

➀包括的相談支援 

事業 

高齢 
地域包括支援センター

の運営 
高齢福祉課 

障がい 障害者相談支援事業 障がい福祉課 

こども 利用者支援事業 
こども家庭相談室 

すくすく親子健康課 

生活困窮 自立相談支援事業 生活福祉課 

②多機関協働事業 全て 新規【令和７年度開始】 福祉政策課 

③アウトリーチ等を通

じた継続的支援事業   
全て 新規【令和７年度開始】 福祉政策課 

Ⅱ 参加支援 ④参加支援事業  全て 新規【令和８年度開始】 福祉政策課 

Ⅲ 地域づく

りに向けた

支援 

⑤地域づくり事業 

高齢 
地域介護予防活動支援

事業 
高齢福祉課 

高齢 生活支援体制整備事業 高齢福祉課 

障がい 
地域活動支援センター

事業 
障がい福祉課 

こども 
地域子育て支援拠点事

業 
こども未来課 

その他 
生活困窮者支援等のた

めの地域づくり事業 
福祉政策課 



 
 

 

 

 

八戸市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正（案）の概要について 

 

 

１ 改正理由   

救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準の

一部改正に伴い、救護施設等における個別支援計画の作成に係る規定の整備をする

とともに、その他所要の改正をするためのもの。 

 

 

 

２ 改正の概要 
  （1）個別支援計画の作成 
    ・救護施設は、入所者ごとの個別支援計画を作成しなければならないこ

ととする。 
    ・更生施設は、更生計画に代わるものとして、入所者ごとの個別支援計

画を作成しなければならないこととする。 
 
  （2）職員の配置 
    ・救護施設・更生施設に配置するべき職員のうち、「栄養士」について「栄

養士又は管理栄養士」とする。 
   
 
 
 

３ 施行期日 

公布の日。ただし、２（２）については令和７年４月１日から施行する。 

民生環境協議会資料 

令和７年２月 2 0 日 

福 祉 部  生 活 福 祉 課 



 

 

 

八戸市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等 

の一部改正（案）の概要について 

 

 

１ 改正する条例 

⑴ 八戸市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

⑵ 八戸市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

⑶ 八戸市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

２ 改正の理由 

 国の基準省令の一部改正に伴い、同省令に基づいて定めた条例の人員配置基準等に係

る規定の整備をするもの。 

 

３ 改正の概要 

 現在、栄養士であることが管理栄養士国家試験を受験するための要件とされているが、栄

養士法の改正により、管理栄養士養成施設の卒業者は、栄養士でなくとも、管理栄養士国

家試験を受けることができるようになることから、事業所の人員配置基準において、「栄養士」

のみ規定している条項に「管理栄養士」についても規定し、栄養士でない管理栄養士も対象

となるようにするもの。 

 

４ 施行期日 

令和７年４年１日 

民生環境協議会資料 

令和７年２月 20 日 

福祉部 高齢福祉課    



 



 

 

 

  

 

 



 

 

 

 

八戸市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を 

定める条例等の一部改正（案）の概要について 

 

 

 

１ 改正する条例 

(1) 八戸市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

(2) 八戸市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

(3) 八戸市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

(4) 八戸市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

(5) 八戸市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

２ 改正理由 

  国の基準省令の一部改正に伴い、同省令に基づいて定めた条例の人員配置基準等に係る規定

の整備をするもの。 

 

３ 改正の概要 

○事業所の人員配置基準等の「栄養士」のみ規定している条項に「管理栄養士」を追加する

もの。 

 

 ※栄養士法が改正され、従前の管理栄養士国家試験は、栄養士の免許を取得した者でなけ

れば受験することができなかったが、改正後においては、管理栄養士養成施設の卒業者

については栄養士免許の取得が不要となった。 

 

４ 施行期日 

   令和７年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生環境協議会資料 
令和７年２月 20 日 
福祉部障がい福祉課 



 

 

 

八戸市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部改正（案） 

の概要について 

 

１ 改正する条例 

（１）八戸市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 （２）八戸市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例 

 （３）八戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

 （４）八戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

２ 改正の理由 

  国の基準府令等の一部改正に伴い、当市においても八戸市児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準を定める条例等の一部改正を行うもの。 

 

３ 改正の概要 

 ①食事を搬入する際の要件に係る改正（改正する条例：（１）、（２）、（４）） 

 食事の提供を当該施設等外で調理し搬入する方法により行う際に栄養士による必要な配慮

を求めていた規定について、栄養士免許を有さない管理栄養士による配慮についても同要件を

満たすことができるように改正するもの。 

 ②特定地域型保育事業者及び家庭的保育事業者等の連携施設の確保に係る基準の見直し等（改正

する条例：（３）、（４）） 

   ・連携施設の確保が著しく困難な場合は連携施設の確保をしないことができる経過措置を 10

年から 15年に延長する。 

・保育内容支援に係る連携施設（保育所、幼稚園又は認定こども園）の確保が難しい場合に

は、一定の要件を満たす小規模保育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業

を行う者を保育内容支援連携協力者として確保することにより、連携施設を確保しないこ

とができる。 

   ・代替保育に係る連携施設について、必要な措置を講じてもなお確保が著しく困難である時

は、連携施設の確保をしないことができる。 

   ・その他所要の改正を行う。 

 

４ 施行期日 

令和７年４月１日 

民 生 環 境 協 議 会 資 料 

令 和 ７ 年 ２ 月 2 0 日 

こども健康部こども未来課 



 
    八戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（案） 

の概要について 

 
１ 制定理由 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）の一部改正に伴い、新たに「乳児等通園支援事業」が市

の認可事業となるため、設備及び運営に関する基準を定めるもの。 

 

２ 国の基準の種類及び条例制定に当たっての取扱い 

 (1) 国の基準の種類 

従うべき基準 参酌すべき基準 

・事業に従事する者及びその員数 

・事業の運営に関する事項であって、児童の適切な処遇及び安全の確

保並びに秘密の保持並びに児童の健全な発達に密接に関連するも

のとして内閣府令で定めるもの 

左記以外 

 (2) 条例制定に当たっての取扱い 

   「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」ともに、国の基準どおり定める。 

 

３ 条例の主な内容 

№ 主な項目 内容 

１ 趣旨 

〔第１条〕 

児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号）第 34条の 16 第 1項の規定に基

づき、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定めるもの。 

２ 最低基準の目

的 

〔第２条〕 

最低基準は、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、

適切な訓練を受けた職員（管理者を含む。）が、乳児又は幼児への遊び

及び生活の場の提供並びにその保護者への面談及び当該保護者への援

助を提供することにより、乳児等通園支援事業を利用している乳児又

は幼児であって満３歳未満のものが、心身ともに健やかに育成される

ことを保障するものとする。 

３ 一般原則 

〔第５条〕 

乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、

一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

４ 職員の一般的

条件 

〔第９条〕 

乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と

倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児

童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けたものでなければなら

ない。 

５ 衛生管理等 

〔第 14 条〕 

乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲

用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置

を講じなければならない。 

６ 事業の区分 

〔第 20 条〕 

乳児等通園支援事業は、一般型乳児等通園支援事業及び余裕活用型乳

児等通園支援事業とする。 
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№ 主な項目 内容 

７ 一般型乳児等

通園支援事業

の設備の基準 

〔第 21 条〕 

・乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる一般型乳児等通園支援

事業所には、乳児室又はほふく室及び便所を設けること。 

・満２歳以上の幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、

保育室又は遊戯室及び便所を設けること。 

など 

８ 一般型乳児等

通園支援事業

の職員 

〔第 22 条〕 

一般型乳児等通園支援事業所には、保育士その他乳児等通園支援に従

事する職員として市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その

他の機関が行う研修を含む。）を修了した者を置かなければならない。 

９ 余裕活用型乳

児等通園支援

事業所の設備

及び職員の基

準 

〔第 25 条〕 

余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所の設備及び職員の基準

は、保育所、認定こども園、家庭的保育事業等を行う事業所の各基準

の定めるところによる。 

 

４ 施行期日 

 令和７年４月１日 

 



 

 

 

 

 

八戸ポータルミュージアム条例の一部改正（案）の概要について 

 

１ 改正の理由 

八戸ポータルミュージアム（はっち）４階に開設している八戸市子育てつどいの広場「こども

はっち」の入場料を無料に改めることに伴い、八戸ポータルミュージアム条例の一部改正を行う

もの。 

 

２ 改正の概要 

近年の少子化や核家族化の進行や地域社会の変化により、家庭や地域での子育て機能の低下が

進む中、「こどもはっち」は、主に未就学児童の子育て親子が気軽に集い、交流・相談できる「地

域子育て支援拠点」であり、その果たす役割はますます重要となっていることから、令和７年度

から入場料を無料に見直すことで、利用者の負担を軽減し、更なる利用促進を図る。 

 

改正前 改正後 

入場料は１人１回につき 100円とする。 

ただし、小学校就学前の乳幼児は全額を

免除する。 

また、身体障害者手帳等を所持、又は特

別児童扶養手当の支給対象となっている者

は５割を免除する。 

無料とする。 

 

 

 

 

 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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八戸リサイクルプラザへの「持込ごみ」及び「粗大ごみ」の分別について 

 

１ 概要 

 昨年 10 月に発生した八戸市最終処分場の火災を受け、今後の火災予防対策の一環として、これまで

八戸リサイクルプラザでの破砕等の中間処理後に最終処分場に搬入されていた残渣について、可燃性

物質の混入を極力減らすため、残渣が発生する破砕ラインで処理される「持込ごみ・粗大ごみ」に、分

別を導入するもの。 

 

２ 対策（分別）の内容 

(1)基本事項 

リサイクルプラザ中間処理のライン 

①資源化ライン（缶・ビン・ペットボトル） 

②紙・布ライン 

③有害ごみライン 

④破砕ライン（粗大ごみ・燃やせないごみ） ⇒ 鉄等の有価物を回収・リサイクル 

⇒ 回収時残渣が発生 

 

破砕ラインへのごみの搬入経路 

①月 1回集積所収集の燃やせないごみ ⇒ 可燃性ごみが少なく対策（分別）の対象外 

②持込ごみ（家庭系・事業系） 

③粗大ごみ（粗大ごみ予約受付センターを通した予約回収）  

  

(2)持込ごみ・粗大ごみの分別の導入 

・可燃性物質が多く含まれる木製家具等（以下、「木製粗大ごみ」）と、「その他粗大ごみ・燃やせ 

ないごみ」の破砕処理を別日に実施し、ごみの搬入日も処理日に合わせたものとする。 
 

※木製粗大ごみ … 材質の半分以上が木製のタンス、棚類、テーブル、ソファ等の粗大ごみ。 
 

・「木製粗大ごみ」の搬入・処理日は月 4 日程度とし、その日中間処理された残渣は清掃工場に 

おいて焼却する。 

・「その他粗大ごみ・燃やせないごみ」の中間処理で発生する残渣は、従来通り最終処分場へ埋立 

処分する。 

・また、粗大ごみ予約受付センターを通した予約回収についても、同様に「木製粗大ごみ」と 

「その他粗大ごみ」の回収を別日に設定する。 

 

【破砕ラインでの分別処理のイメージ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各月 

第１週 

～ 

第２週 

 

 

月～金： 

燃やせないごみ（集積所） 

その他粗大ごみ（持込＋予約） 

燃やせないごみ（持込） 

 

 

各月 

第３週 

～ 

第４週 

 

月・金：木製粗大ごみ（持込＋予約） 

火～木：その他粗大ごみ（持込＋予約） 

燃やせないごみ（持込） 

※暦の関係で曜日が異なる月あり。 
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⇒ 対策（分別）の対象 



 

 

 

３ 実施時期及び周知等 

・市民・事業者は、これまで粗大ごみ等の内容に関わらず一度に排出できたところであるが、 

 分別実施に伴い、「木製粗大ごみ」と「その他粗大ごみ・燃やせないごみ」が混在する場合 

は、排出を二度に分ける必要が生じることから、周知期間を十分に確保し、６月から分別を 

実施する。 

  ・６月からの分別実施に向けては、３月に全戸配布する「家庭ごみの分け方・出し方チラシ」 

に変更内容を掲載するほか、広報はちのへやホームページをはじめとした様々な媒体を活用 

し、住民や事業者への十分な周知を図る。 

・市外への引越し等で設定した搬入日に持ち込むことが難しい場合は、相談に応じるなど柔軟 

に対応する。 


